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子どもの生命性と有能性を育てる教育・研究をめざして
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▶センター企画▷2011年度公開シンポジウム

１．シンポジウムの概要
　2011年６月14日（火）14時～17時、京都大学芝蘭会
館別館研修室１にて、センター主催公開シンポジウム

「中韓日シンポジウム・アジアにおけるPISA問題」が
開催された。このシンポジウムは、2007年から中国・
韓国の研究者と共に毎年行なってきた教育改革に関す
る議論を踏まえ、さらに発展・深化させることを目的
として行われた。本学研究科の南部広孝准教授・西岡
加名恵准教授の司会のもと、上海市教育科学研究院普
通教育研究所副所長の陸璟氏、ソウル大学全学入試部
長の白淳根氏、また本学研究科の楠見孝教授・杉本均
教授の４名に、PISA国際学力調査の問題を中心に、
中国・韓国および日本で現在進められている教育改革
について、最前線のお立場からご報告を頂いた。
PISAはOECDによる「生徒の学習到達度調査」の略
であり、2009年には65か国・地域、約47万人の15歳の
生徒を対象に行なわれた国際学力調査である。内容は

「読解力・数学的リテラシー・科学的リテラシー」の
３分野で、問題解決力・活用力を重視した学力観で注
目される。会場には、大学教員・学生に加え、学校の
教職員・行政関係者や一般の参加者など100名を越え
る参加者が集まる盛況であった。

２．陸璟氏、白淳根氏による報告
　はじめに2009年のPISA学力調査の全分野で１位と
なり注目された中国・上海で、同市の学力調査および
対策で責任ある立場にある、陸璟氏から報告が行なわ
れた。陸氏はまず2009年に特に焦点化された読解力の
調査結果について、全体的に上位層下位層の学力差が
小さく、家庭環境の差による学力差が少ないことがあ
げられた。また「読書を楽しむ」習慣がある生徒が他
地域に比べ顕著に高く、読解力とも有意な関係がある
ことが示された。
　次に上海市の教育政策について、「学校間格差を縮
小し、基礎教育の均衡的発展を促進する」ための取り
組みを中心に、報告が行なわれた。ここでは学校施
設・予算の保障のほか、格差縮小のために上位校・下
位校を「ペア」にして
教師派遣を行なったり、
近郊・農村部の学校や
子どもへの特別な支援
を行なう活動が紹介さ
れた。
　またカリキュラムに
ついても1999年以降の
改革で、研究型・開拓
型のカリキュラムが導
入され、社会実践活
動・ 学 校 文 化 活 動・

テーマ学習などを取り入れてきた。そこでは知識・ス
キルなどの認知面だけでなく、生徒の関心や学習方
略・コンピテンシーに注目するという、PISA調査と
合致する方向性が含まれている。教師の専門性を高め
るための施策としては、教師集団による指導案作成・
公開授業・現職研修・授業研究なども重視しているこ
とが紹介された。
　課題としてPISA調査でも「情報の取り出し」（図・
表など非連続型テキストの領域）や、自主的な学習能
力などが相対的に低く、「創造的人材」の育成に力を
入れていくことがあげられた。上海市では中国全体に
先駆けて、独自に「PISA型学力」に対応した教育改
革に全市的に取り組み、その結果が示されていること
が詳細に示された。
　続いて同じくPISA
学力調査で2000年以降、
継続的に上位を占めて
きた韓国から、ソウル
大学の入試部門の責任
者でもある白淳根氏か
ら報告が行なわれた。
韓国では国家的な教育
目標として自立的な学
習能力・創造的な問題
解決能力の育成を目指
し、創造性・人格教育
を重視した教育課程改革を行ない、学習者中心のカリ
キュラム多様化を進めてきた。また教員の専門性を高
めるための研修制度や相互評価制度なども導入してき
たことが紹介された。
　具体的なカリキュラム改革の例として、EPODとい
う生徒の課外活動のポートフォリオを作成する全国的
な活動が上げられた。これはボランティア・クラブ活
動・読書など教科外の学習活動を生徒自身が記録する
システムである。評価においてもパフォーマンス評価
を1990年代以降積極的に導入し、理解に至る過程や数
字化しにくい思考・態度などを評価するために活用し
てきた。その他にも全国学力テストの実施や入試制度
改革などを含め、多様性・創造性をもった教育改革に
向け積極的に取り組んできたことが示された。
　2006年のPISA学力調査では科学的リテラシーの分
野で若干順位が下がったのを受けて、科学教育の質保
証や実験環境・教員研修などに力を入れることで、
2009年には改善されたことも紹介された。韓国でも従
来の知識・暗記中心の教育が見直され、創造性や思考
力といった多様な学習の側面を評価する取り組みが進
められ、これからの国際社会に対応した教育改革が行
なわれていることが紹介された。
　中国上海・韓国ともPISA学力調査の好結果のみが
クローズアップされがちだが、それは能力主義や競争
主義の強化によって実現したものではない。むしろ共
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通して創造的思考や問題解決などを育てるための長期
的なビジョンをもった大胆な教育改革を行なってきた
結果であることが、両氏の報告から十分に理解できる
ものであった。

３．楠見氏、杉本氏による報告
　続いて日本側から両報告に応える形で、本学教育学
研究科の楠見孝教授・杉本均教授からの報告がなされ
た。
　楠見氏はまず2003年
のPISA調査で日本の
学力低下が叫ばれたい
わゆる「PISAショッ
ク」以後の動向が紹介
された。文科省では
2005年に「読解力向上
プログラム」が策定さ
れ た ほ か、2007年 に

「全国学力・学習状況
調査」を行なうなどの
対策を講じてきたこと
が示された。2006年・2009年と全体的には改善傾向に
ある一方で、特に市民生活に必要な水準に達していな
いレベル１が14％残るなど格差の拡大も指摘された。
また自身が調査のクオリティモニターに参加された経
験から、調査に参加する生徒の動機づけや試験環境が
十分ではない、質問紙の日本語訳が必ずしも適切では
ないなどの問題も指摘された。
　また楠見氏は認知心理学の研究の立場から、これま
であまり日本では重視されてこなかった学力と学習方
略（認知スキル）との関連について指摘された。その
中でもコントロール方略や方略の有効性の認識が重要
であることが示された。読解力においては要約の仕方
など学習方略の育成が有効であること、また自己経験
との関連づけや教科を越えた関連付けが効果的である
と分析された。また特に上位層においては批判的読解
プロセスに必要な、論争的テーマへの取り組みや「批
判的思考」を育てることが、さらに向上するには不可
欠であることも指摘された。全体として学習方略に着
目してデータにもとづいた教育実践を進めることが必
要であることが、説得力をもって示された。
　最後の報告者である
杉本氏は「アジアにお
けるPISA問題」とい
うテーマで、シンガ
ポールの教育を中心に
報告が行なわれた。シ
ンガポールはPISA調
査に2009年初めて参加
し、数学２位などいず
れの分野でも上位に
入った。これまでの均
質な社会の方が学力的
に優位であるという考
えに反して、中国系・マレー系・インド系など多文化

社会である同国が好成績であった点に注目された。ま
た早期（10～12歳）で能力別に分岐する教育システム
であるにも関わらず、全体としても学力は低下しな
かったことにも注目された。
　その一方で近年「アジア型高学力」という言葉が、
短時間で決められた課題を正確に解くことに集中する、
中央集権的・競争主義が生んだものだという意味もも
つことが指摘された。その結果、例えば数学が好きで
はない生徒のほうが数学の成績が高いというような皮
肉な結果さえ生まれるという。今後は「ポストPISA
型学力」ともいうべき、数値化による比較が難しい問
題解決力や思考力・想像力といったコンピテンシーを
どう扱うのかが問題になるのではないかとの提起され
た。

４．質疑応答と成果

　報告後の質疑応答では、会場から多くの質問が寄せ
られた。特に最後に杉本氏が上げられた「アジア型高
学力」はどう評価するかについて、質問が寄せられた。
これに対し陸璟氏・白淳根氏とも、かつてはそのよう
な背景があったのは事実だが、現在では中国・韓国と
も国際的な問題解決能力・思考力などに重点を置いて
改革を進めた結果がPISAでの結果にもつながってい
るのではないかと述べられた。
　「PISA問題」とは順位の上下だけでなく、学力
観・評価観の見直しや、あるいは教育の目的・ビジョ
ンの根本的な改革が問われる問題であることが実感で
きた。こうした教育改革の実践・研究の最前線にある
人々が、経験を持ち寄って議論を深める意味を改めて
確認し、今後の研究交流と実践の発展につなげること
を期待したい。
� （文責：吉田　正純）
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